
第７次出入国管理政策懇談会における「収容・送還に関する専門部会」の開催

について

令 和 元 年 １ ０ 月

出 入 国 在 留 管 理 庁

１ 趣旨

かねてより退去強制令書の発付を受けたにもかかわらず，様々な理由により，送

還を忌避する者が相当数存在しており，実務上，迅速な送還の実現に対する大きな

障害となっている。

そして，このような送還忌避者の中には，法律上，難民認定手続中は一律に送還

が停止されることに着目し，この送還の停止を目的に申請していると思われる濫用

・誤用的な難民認定申請者も少なからず見受けられ，これに対する適切な対応の必

要性もかねてより指摘されているところである。

送還忌避者の増加は，我が国にとって好ましからざる外国人を強制的に国外に退

去させるという退去強制制度の趣旨を没却するばかりか，退去強制を受ける者の収

容の長期化の主要な要因ともなっている。

そして，送還忌避者の増加や収容の長期化が適正な出入国管理行政を害するもの

であることは明らかであることから，これらを防止する方策やその間の収容の在り

方を検討することは，出入国管理行政にとって喫緊の課題である。

そこで，これら送還忌避者の収容・送還に関する問題を解決するため，今後，入

管当局が採るべき具体的な方策について，現状や課題を踏まえつつ，専門的知見を

有する有識者や実務者の方々に御議論いただくこととし，出入国管理政策懇談会に

専門部会を設置することとした。

２ 検討課題

送還忌避者の増加や収容の長期化を防止するための方策

３ 専門部会の委員

別紙のとおり

４ 今後の進め方

専門部会の開催期間については，令和元年１０月から令和２年３月頃までの約６

か月間とし，月１回又は２回ほど開催の上，同月までには政策懇談会に最終報告を

行うことを目標とする。



別 紙

名 簿

（委員）

部会長 安 冨 潔 慶応義塾大学名誉教授
や す と み きよし

明 石 純 一 筑波大学大学院人文社会科学研究科准教授
あ か し じゆん い ち

大 橋 秀 夫 医師
お お は し ひ で お

川 村 真 理 杏林大学総合政策学部教授
か わ む ら ま り

髙 橋 直 哉 中央大学大学院法務研究科教授
た か は し な お や

髙 宅 茂 日本大学危機管理学部教授
た か や しげる

寺 脇 一 峰 弁護士
て ら わ き か ず み ね

野口 貴公美 一橋大学大学院法学研究科教授
の ぐ ち き く み

宮 崎 真 弁護士
み や ざ き し ん

柳 瀬 房 子 特定非営利活動法人難民を助ける会会長
や な せ ふ さ こ

（オブザーバー）

川 内 敏 月 国連難民高等弁務官駐日事務所副代表
か わ う ち と し つ き

（敬称略・５０音順）


